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【要　旨】本稿は市町村において独自の教育政策を導入するに際して、市町村長や議会がどのような関与を
するのか、またそれによってどのような政策が形成されるのかを検討するものである。長野県南佐久郡小海
町において少人数学級編制の独自政策が導入されたのは1985年のことであった。その後、この政策は断続的
に継続されてきたが、1998年に地元新聞に掲載されたことによって、町独自の教育政策として全国的認知を
得ることとなった。本稿では、この1998年時点の政策形成について、当時の町長、教育長などからのインタ
ビュー調査、議会議事録などの資料に基づいて分析した。
　当時町長の職にあった黒澤榮太郎は地元企業の社長を経て当選した若手の政治家であった。黒澤元町長が
はじめて町長に当選した際には、任期中に県の補助金を不正に受給したことが明るみに出て、職を辞するこ
とになった。その後、再び町長選挙に挑戦し当選したのが1998年のことであった。
　このように1998年に少人数学級編制政策を後押しした黒澤榮太郎町長にとって、同政策は再び就くことと
なった町長職における最初の予算編成の一環であった。
　本稿では、この1998年の少人数学級編制政策導入をめぐって、黒澤榮太郎町長と議会の関係を中心に検討
した。その結果、少人数学級編制の政策は、議会と首長との比較的良好な関係の中で成立したこと、直前の
町長選挙において当選した黒澤榮太郎町長にとって、この政策は主たる政策ではなかったことを明らかにし
た。
はじめに
　本稿は長野県南佐久郡小海町（以下、小海町という）における少人数学級編制のための独自の
教員雇用の事例を取り上げ、政策決定過程において重要な役割を果たした、首長や議会などの政
治的な背景を持ったアクタ （ー以下、政治アクターという）の関与を検討する。
　本稿は市町村において先進政策を導入しようとする際、それを可能とする政治状況がいかなる
ものであるのかを検討する研究の一環である。ここでは、従来統治（government）の中心と考え
られてきた政府だけに留まらない統治概念の拡大を指すgovernance（ガバナンス、この意味では
協治とも）の概念に依っている１。多様なアクターが関与する中でどのような条件がそろうこと
（＝どのようなガバナンスの状態にあること）が、政策導入を可能とするのかを明らかにするこ
とを見据えるものである。本稿は小海町を対象とする事例研究であり、少人数学級編制、町費に
よる教員雇用といった条件下での政策導入を検討する。小海町事例を含めて多様な事例における
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首長と議会の関係を観察し、事例研究を積み重ねることで、地方自治体の教育をめぐるガバナン
ス（以下、「教育ガバナンス」という）の中で議会が果たす役割について明らかにする。
　1990年代初頭に始まった地方分権改革は教育分野へも波及した。本稿に関係する部分で言え
ば、学級編制に関する事務は、都道府県の認可を要する機関委任事務とされていたが、1999年に
成立した地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する法律（以下、地方分権一括法）
によって自治事務へ、都道府県の「認可」は事前協議を前提とした「同意」へ、と改められた。
地方分権一括法の成立によって全廃された機関委任事務は、地方自治体の事務として地方自治体
が行う自治事務と、事務の性質上地方自治体の事務とはできないが地方自治体が実施することが
適当なため例外的に残された法定受託事務に整理された。このうち学級編制をめぐる事務の取り
扱いは前者の自治事務とされたのである。この改正によって市町村独自の学級編制が進展するこ
とが期待された。
　1998年３月10日、信濃毎日新聞（1998. 3. 10、22面［東信］）に小海町が教員を独自予算で雇用
し学級規模を縮小するという記事が掲載された。まさに地方分権改革の議論が進む中で、この事
例は地方自治体が中央政府の定めた基準を、独自に乗り超えようとしたと受けとめられた。また、
2001年に公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律（以下、義務教育標
準法）の改正を審議した国会でも取り上げられるなど大きな議論を呼んだ２。この事例について
は、学術研究上（たとえば清原［編］2002、水本 2001、下村 2001など）、あるいは新聞紙上にお
いて長野県教育委員会（以下、教育委員会を「教委」と略記）の対応によって、政策が後退させ
られたとされてきた。しかし拙稿（2009）で指摘した通り、事例の展開を精査すると小海町教委
が県教委との間で折り合いをつけ、双方が妥協する形となっていた。拙稿（2009）では成立した
TT方式が県教委と小海町教委の妥協であったこと、1985年より小海町の少人数学級編制が行わ
れてきたことを指摘した。しかし、この研究は政策形成において町長や町議会といった政治的な
背景を持ったアクターがどのように行動し、どのような経過の末に政策が作られたのかという政
策形成への関心は十分ではなく、課題として残されていた。
　また、少人数学級編制というイシューを取り上げる意義について論じておきたい。少人数学級
編制は学級増を企図するため、市町村は独自に常勤または非常勤の教員を雇用する必要がある。
そして、そのために少なからぬ予算を要し首長は予算編成権を通じて積極的に関与することが可
能である３。一方で、たとえば教育課程の編成のように大きな規模の予算の裏付けが必要なく、
かつ、専門性の点から首長が関わることが難しい施策については、首長は関与に抑制的にならざ
るを得ない。このように、予算編成権に関わる施策であるかどうかが、首長の関与を招来する重
要な論点であると考えられることから、少人数学級編制を検討イシューとして取り上げている。
　本稿は小海町の事例について政策過程研究の視点から、特に首長と議会の動向に焦点を当て
る。先行研究は長野県教委の強権的対応という一側面に向けられ、町内の政策形成について諸ア
クターの動向を踏まえた政策過程研究はなされていない。本稿では主に1998年の小海町における
少人数学級編制政策の展開事例を、町議会会議録、関係者へのインタビュー調査に基づき、特に
等閑視されてきた議会の教育政策への関与を検討する。むろん、政策決定において予算の議会提
出権、執行権を持つ首長、政策形成の実質的担い手としての教委の役割も重要であることは間違
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いない。本稿では議会や首長などの政治アクターを中心に取り上げながら、諸アクターの動向を
踏まえたガバナンスの状況を分析する。
１．事例の概要
　小海町は長野県東信地方南部の南佐久郡に位置し、町中央を南から北に千曲川（信濃川）が流
れ、その河岸に帯状の平坦地を形成している。町役場、学校などはこの帯状の平坦地に置かれ
JR小海線小海駅、町役場を中心とした市街地を成す。町は1956年９月30日に千曲川左岸の旧北
牧村、右岸の旧小海村が合併して発足した。その後地区単位での町域の変遷はあるものの、市町
村合併は行わずに現在に至っている。町内には町立小学校１校、南佐久郡北相木村、南相木村と
の組合立中学校が１校設置されている。本稿が扱う、旧北牧小学校（2011年度児童数141名）、小
海小学校（2011年度児童数96名）は2012年度より小海小学校として統合された。なお、統合新校
は従来の小海小学校の施設を利用し、校章や校歌は新たに制定されている。
　小海町において町費によって独自教員の雇用政策を開始したのは1985年のことであった。その
背景となったのは小海小学校２、３年生の児童数減に伴う学級数減少の問題であり、その後、町
では断続的に町費で教員を雇用し続けてきた（図１）。しかし、この町費教員の雇用が突如とし
て全国的な認知を得ることとなったのは1998年のことである。その契機は平成10年第１回定例会
において、当時の黒澤榮太郎町長が36人の学級を２つに分けると施政方針で述べ、信濃毎日新聞
が報じたことである。
　1998年の小海町におけるこうした経緯は新聞紙上で盛んに報道された。特に信濃毎日新聞は東
信面で扱った第１報（３月10日）以降、４月中に９回にわたってこの事例を報じた５。第１報は
黒澤榮太郞町長の平成10年度施政方針について伝えるものである。黒澤榮太郞町長は施政方針演
説中、「今年度両小学校に町費講師を採用し、小海小学校新１年生36人を２クラス、北牧小学校
新２年生38人を２クラス」（黒澤榮太郎 1998：17）に編成する方針を示した。町費教員雇用につ
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図１　小海町立小学校児童数・町費教員数の変遷４（単位はいずれも人）
出典： 小海町教委提供資料「両小学校学級編制経過」、「北牧、小海両小学校学級編
制状況」より作成。
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いて述べた箇所はここだけであり、信濃毎日新聞の「小海町教委　新年度から小学校のクラス
定員『35人以下』に縮小へ　きめ細かな指導を目指す」（信濃毎日新聞 1998. 3. 10、22面［東信］）
という見出しは小海小学校新１年生36人を２クラスにすることを解釈したものであった。この
報道には、黒澤正喜教育長をはじめ教委事務局も当惑し、報道翌日（３月11日、本会議２日目）
の予算審議の中で「35という数字でございますが、私どもの方ではそういうことを言っていなく
て（中略）どういうことで35と書いたか」（小海町議会H10_1 定 : 55［黒澤正喜教育長］）と答弁
している。
　先述の通りこの後、信濃毎日新聞は継続的に報道していくのだが、中でも「『実』と『体裁』
のチーム方式　小海の『35人学級』現実的着地」と見出しがつけられた1998年４月12日の記事に
注目したい。この記事で信濃毎日新聞は「事実上は35人学級の存続で（中略）町教委は実をとり、
県教委は体裁を保った」（信濃毎日新聞 1998. 4. 12）と分析している。この指摘は事実上小海小
学校１年生を２クラスに編制することを指摘し、県教委との折衝の結果を実態に即して報じたも
のであるが、この後の記事（1998. 8. 6）では「県教委が指導に乗り出し、実現しなかった経過が
ある」とも報じており、紙上の同事例に対する評価は揺らいでいる。新聞記事の事例に対する評
価の揺らぎ自体が問題というのではなく、後者（1998. 8. 6）のような見解は先行研究にも広く見
られるものであり（清原［編］2002、水本 2001、下村 2001など）、小海町の1998年段階の事例展
開が的確に受けとめられていない一因とみられる。
　小海町教委と長野県教委との折衝は４月に入っても継続され、最終的に「TT方式」での妥協
点が見いだされたのは、４月10日に県教委から義務教育課長、主幹指導主事、佐久教育事務所か
ら所長他３名の総勢５名が小海町教委を訪れ、「小海町の様に手厚くやると、不公平で教育の機
会均等を損なう。全国に影響する」「あくまでも、１学級とし、『ティームティーチング方式』な
ら良い」（いずれも小海町社会文教常任委員会 1998. 4. 16）と指導を受けたことによる。この指
導の結果実施された「TT方式」は小海町教委としても実質的政策を継続できるものであった。
　このように、本稿は小海町における1998年の少人数学級編制のための教員雇用について政策決
定過程、中でも議会と首長の関係に焦点を当てて検討するものである。本稿は2008年６月６日、
９月９日（黒澤正喜元教育長）、2014年３月10日（黒澤栄太郎元町長）に実施したインタビュー
調査及び議会会議録、議会関連資料、信濃毎日新聞などの資料収集による。なお、小海町議会に
おいては議会本会議の会議録及び資料が開示対象となっており、委員会会議録は一部本会議に提
出されているものを除き入手できなかった。また、会議録からの引用については平成10年第１回
定例会を「H10_1 定」のように省略し、ページ数を示す必要がある場合には「（H10_1 定 : 100［黒
澤榮太郞町長］）」のように示す。会議録からの出典情報の内、大括弧（［　］）は発言者を表して
いる。
２．先行研究
　従来、教育行政研究における研究対象としては、主として教育委員会の制度やその活性化、あ
るいは改革動向に関心が持たれてきた。近年の代表的な研究としては、他の行政機関の改革史
を踏まえた上で教育行政が際だって独立性の強い分野ではないことを明らかにした村上の研究
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（2011）がある。
　一方で、地方分権改革以降、教育政策に関する首長を中心とした政治アクターの関与への関心
が高まっており、研究も蓄積されつつある。特に地方分権改革以降を検討対象とした事例研究は
枚挙に暇がない。これは、相対的に大きな権力を持つ地方自治体の首長が、分権改革による総合
行政化の進展により、教育政策への関与を強めたことによると考えられる（青木 2013）。
　また、同じく政治アクターと位置付けられる地方議会（中でも市町村議会）の教育政策への関
与を示す研究は十分な蓄積があるとは言えない。議会の教育政策への関与を述べた研究としては
白石らによる共同研究（白石［編著］1995、藤本ら 1992）があるが、主として都道府県議会を
検討の対象としており、都道府県教委は基本的に小中学校を管理していないため、小中学校での
教育政策導入に関心を向ける本研究の関心とは重ならない。
　同じく、政策形成の中での地方議会に論及した例として青木（2013）の研究がある。青木
（2013）は地方分権改革の進展によって、自治体内での影響力を増した首長が「ローリスク・ハ
イリターン」（2013：317）と見なした少人数学級編制など、教育の質向上にかかわる政策に積極
的に乗り出したことを明らかにした。この中では、山形県議会、埼玉県志木市議会、愛知県犬山
市議会の事例について触れているものの、いずれも政策過程の一場面としての位置づけであり、
個別の議会内での議論の詳細、議会と首長の関係についての検討はなお十分とは言えない。
　村上による広島市、市川市を事例とした少人数学級編制政策の議会審議の研究（2002）は本稿
と近似した研究関心によるものである。この中で村上は、広島市の秋葉市長が就任時（1999年）
に提案した「20人学級」（2002：64）と、市川市におけるTTのための非常勤講師雇用の過程を
分析している。広島市の秋葉市長が選挙公約で掲げた20人学級を後退させなければならなかった
事情について「議員の反応が大きな影響力を持っていることがわかる」（2002：65）と分析され
てはいるものの、議会と市長の関係がどのようなものだったのか、また、議会の影響力はどのよ
うにして発揮されたのかというミクロな視点が十分ではないと考えられる。本稿が示すように教
育政策といえども、議会と首長の関係によって成立し、変化もしうるものであり、議会内外のミ
クロな議論を詳細に検討する必要がある。
　次に教育政策以外の領域の研究に目を向ける。曽我・待鳥が指摘するように、日本の中央－地
方関係が日本の政治制度に及ぼしてきた影響は大きいが、地方政府の政策選択は「何よりもまず
その内部における政治過程の帰結だと考えるべき」（2007：21-22）であり、曽我・待鳥（2007）
が着目したのはまさにこの点であった。曽我・待鳥（2007）は地方政府の二元代表制に注目し、
地方政府内部の政治機構を分類しつつ戦後の各期を通時的に分析している。しかしこの研究は、
全国の都道府県議会を対象に通時的な分析を行っているため、議会内部のミクロな議論が注目さ
れておらず、研究対象も都道府県議会に限られている。また、首長と議会の関係を検討するとい
う目的に沿った課題設定となっており、政策課題毎の各アクターの動向の変化などへの着目は十
分ではない。加えて、戦後地方議会史全体に関心を向けている以上やむを得ないことではあるが、
教育政策への言及は少なくなっている。
　このように、教育行政研究や教育政策研究においては、議会での政策形成に関する関心が薄く、
教育政策以外の地方議会研究では教育政策についての分析が不十分であるということになるだろ
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う。また、両領域に通じて地方議会中でも市町村議会の議会審議のミクロスケールでの分析は十
分ではないと考えられる。市町村議会へ注目するのは、公立小中学校の多くを管理運営する市町
村単位の予算編成に関する視点からであり、公立小中学校に関する市町村の独自の教育政策過程
を見る上で欠かせないと考えられる。
　また、本事例に関しては拙稿（2009）においてTT方式が導入された過程（1998年）を詳述し
てきた。しかし、前述のとおりこの政策に議会がどのように反応したのかについての検討は試み
ておらず、本稿は議会を中心とした政治過程研究としてこの論考（阿内 2009）を補完するもの
である。
３．1989年公共事業における県補助金不正取得事件
　黒澤榮太郎元町長の政治家としての経歴を概観し、町長として１期目途中で辞任せざるを得な
くなった県補助金不正取得事件について、議会の反応という点から経過を見てゆく。黒澤榮太郎
は1939年生まれ、県立工業高校を卒業後、父親が興した建設会社を手伝い、後に社長も務めた。
そして、町政への参画を決意し1981年の町議選挙に初当選した。町議会議員としては２期目途中
まで７年半（1981年５月～1988年８月）、さらに1985年５月から1987年４月までの間は議長も務
めている。そして、鷹野文彦町長の任期満了に伴う1988年10月の町長選挙に初挑戦し、元町住民
課長土橋治郎との一騎打ちを制して当選した。町長としての１期目は約１年１ヶ月（1989年12月）
で辞職し、その後約８年にわたって町政から遠ざかった。同氏が町長として復帰するのは1998年
２月の町長選に勝利してのことである。この際も、黒澤榮太郎の辞職後町長になっていた土橋治
郎との一騎打ちとなったが、675票の大差（有権者数5,009人、投票率89.0％）をつけて町長に復
帰した。その後、無投票で３選し、計４期にわたって小海町長とつとめた。任期中、建設会社社
長として培った手腕を生かし、積極的に公共事業を進め地域医療の核となる佐久総合病院小海分
院の誘致、老人健康保険施設こうみの建設などの業績を残した。2005年の町長選挙において出馬
を見送った際には、65歳という若さでの引退を惜しむ声も多かったという。
　このように、町の発展に尽力した黒澤榮太郞であったが、その経歴は必ずしも順風だったわけ
ではない。１期目、町長を辞職する直接の原因となったのが1989年に発覚した県補助金不正取得
事件である。この事件は教育政策に直接関わるものではないが、議会と黒澤榮太郞町長との関
係を浮き彫りにする意味でも好例でもあるため少し詳しく見ておきたい（信濃毎日新聞 1989. 9. 
29、31面［第一社会］、9. 29、夕刊７面、10. 7、31面［第一社会］）。
　ことの発端は、鷹野文彦前町長のもとで組まれた1988年度予算に、南佐久木材加工センターの
設置に関わる予算4,000万円が計上されたことである。そして、1988年10月の町長選に黒澤榮太郎
が当選した後、この事業は県から２分の１補助を受けることになり4,500万円に増額された。し
かし、実際にはこの補助金確定前に入札によって２社が計3,045万円で落札しており差額が生じ
たのであった。そこで、２社の落札業者の内の黒澤榮太郞町長の実弟が経営する会社に差額分
（1,455万円）を水増しした領収書を提出させ、同会社の名義の口座で残金を保管していた。黒澤
榮太郞町長は浮いた費用を他の公共事業に利用して、町のために使用するつもりであったとして
いる６。
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　この県費補助金不正取得事件が持ち上がったのは平成元年第３回定例会９月20日（本会議２日
目）の決算認定の７番井出薫議員、８番小池三四郎議員による質疑である。まず、井出議員が「予
算のながれを伺いたい。（中略）結果的には５千万円を超えると思うが」（小海町議会H1_3 定 : 
44［井出議員］）と質問し、町長は県からの補助金を受け取れるよう年始に県庁へ行き、2,250万
円が認められたことを答弁した。さらに、小池三四郎議員は県への申請と、実際の発注額との差
額を指摘し「これは入札しないでそのまま業者え横すべりしたと言う事ですか。そんなこと許さ
れるですか」（小海町議会H1_3 定 : 50［小池三四郎議員］、原文ママ）と問題点を追及した。
　このように、木材加工センターの建設に伴う県補助金を得ようとした黒澤榮太郞町長が入札に
前後して事業の予算を増額したことが、補助金不正取得のきっかけとなった。補助金支給の算定
根拠となった4,500万円よりも、入札の時点で少なく落札されたことにより生じた余剰金を業者
に預けて他に利用しようとしたのである。
　この問題は翌日の一般質問では小池三四郎議員のみが取り上げた。その内容もごく短く、町長
側が議会に補助金などの会計処理の書類を提出したことを「書類を出してもらい金の流れ納得出
来た」としつつ、「議会軽視でわからない点があって進められていた」（小海町議会H1_3 定 : 99-
100［小池三四郎議員］）と指摘するものであった。これに対し、黒澤榮太郞町長は「議会に逐一
報告すればよかったと反省しています。（中略）心からお詫び申し上げます」と答弁している（小
海町議会H1_3 定 : 100［黒澤榮太郞町長］）。この時期の地方議会の会議録が逐語録であることを
期待しないとしても（大山 2007）、これはきわめて簡潔な質問と答弁である。また、小池三四郎
議員の発言意図が、黒澤榮太郞町長の行動自体よりも、議会での報告、審議を経ないで計画を変
更したことに向いていることも注目される。
　この後、各委員会での審議を経て９月28日に再び本会議が開かれた。９月28日は本来、議会最
終日となるはずであったが、途中、休憩を提案する動議が出され、３時間20分の休憩の後、会期
を16日間延長して10月14日までとすることになった。この休憩動議以降の様子について、信濃毎
日新聞は次のように伝えている。
　９月議会最終日の28日。問題部分の決算認定の否決に回り、問題を明らかにしようとした少
数議員の動きに対し、議会の大勢は、会期を延長したうえで、その間の善後策検討へ－と押し
切った。開会後約30分、休憩動議を提案したのは総務委員長。傍聴人３人がいたため、議会審
議を聞かれたくなかったらしい。（中略）この間の経過について、古参議員は「マスコミにわ
からないように、県と相談して『計算間違いだった』とでもして解決するのがよいと話してい
たのだが……」と解説。別の議員も「問題は許せることではない。しかし表ざたにして町の恥
をさらし、これ以上もめたくなかったというのが本音だ」と話す。（信濃毎日新聞 1989. 10. 7、
31面［第一社会］、中略以外は原文ママ）
　本当に、議会審議を聞かれたくなかったから休憩動議を出したのか、休憩中に「善後策」を話
し合っていたのかなど、記事の信憑性はここでは問題としない。それをここで議論する実益は乏
しいだろう。注目しておきたいのは、議会の決算認定案の審議中に問題が発覚していたが、議会
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全体としては黒澤榮太郞町長と必ずしも敵対的関係にあったわけではなく、問題を指摘しようと
した議員はむしろ少数であったこと、町議会としても「穏便に」（信濃毎日新聞 1989. 10. 7、31面
［第一社会］）事態を収拾しようとしていたということである。そしてこの翌日、同じく信濃毎日
新聞が黒澤榮太郞町長の県補助金不正取得を報道し、結局、10月12日の本会議ではこの決算認定
案は不認定となった（小海町議会H1_3 定 : 145-146）。また会期延長後に開かれた10月12日の議
会本会議では「町の信頼の回復に関する決議について」という決議案も全会一致で可決され、閉
会中に問題を継続して審査する調査特別委員会を設置することも決議された（小海町議会H1_3 
定 : 179［動議提出者は小池三四郎議員］）。
　その後、10月下旬から11月にかけて、加算金を含めた長野県への補助金返金（7,275千円）、黒
澤榮太郞町長自身を含めた関係者の処分などが矢継ぎ早に行われた７。この段階では、黒澤榮太
郞町長は続投の意欲を示していたが（小海町議会H1_7 臨 : 7, 27［黒澤榮太郞町長］、信濃毎日新
聞 1989年12月23日、31面［第一社会］）、捜査が進み起訴される見通しとなり、平成元年第４回定
例会最終日（12月22日）に辞職願を提出して辞職した。町長の辞職によって事件は刑事裁判へと
舞台を移し、1991年12月25日長野地方裁判所は懲役１年執行猶予３年の判決を言い渡した。裁判
では町財政の逼迫を慮った一面があると情状が酌まれたという（信濃毎日新聞 1991年12月26日、
27面［第一社会］）。
　このように、県補助金不正取得をめぐる黒澤榮太郞町長の辞職劇は町長個人の政治的経歴の中
で大きな転換点となる事件だった。しかし、この事件の経過からは議会と黒澤榮太郞町長との関
係がよく言えば良好、悪くいえばなれ合う部分があったことを看取できる。
４．1998年町長選挙から町費臨時教員の雇用に至る政治アクターの動向
　県補助金不正取得事件の後、黒澤榮太郎は町政から遠ざかっていたが、1998年２月の町長選挙
において現職候補を破り町長に返り咲いた。この選挙は1998年１月20日に告示され、黒澤榮太郎
（無所属、前町長）、土橋治郎（無所属、現町長）の２名が立候補した。１月25日に行われた投票
は当日有権者数5,009人、投票率89.0％、得票数黒澤榮太郎2,507票（当選）、土橋治郎1,832票（次
点）で黒澤榮太郎が当選した。黒澤榮太郞町長はこの選挙時、住民にどのような訴えをしていた
のだろうか。1998年当時の政治状況について、まずは選挙時の訴えから見ていきたい。
　国政選挙や都道府県知事選挙においては、選挙公報が候補者の公約を伝える重要な資料となり
得るが、公職選挙法172条の２は都道府県議会の議員、市町村議会の議員、長の選挙では選挙公
報を発行することができると定めているだけで、現在も市町村では議会議員、長の選挙とも選挙
公報の発行は義務化されていない。小海町でも小海町選挙広報の発行に関する条例が制定された
のは2005年12月で黒澤榮太郞町長の退任後のことである。このため選挙公報の代わりに当時の公
約を伝える資料として信濃毎日新聞の記述からまとめたものが表１である。新聞記事は記者や編
集者の意図を排除できない以上、実際にどのような訴えがなされたのかを正確に反映していない
可能性があるが、少なくとも、有権者に訴える重要政策は網羅していると考えられる。
　この表を一見してわかることは、学校教育に関して少なくとも信濃毎日新聞の紙上では取り上
げられていないということである。もちろん、街頭演説において言及があった可能性や、記者・
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編集者が取捨選択をした可能性を否定はできないが、重要政策であれば多くの有権者の目に触れ
る地元紙でアピールしない手はなく、ごく控えめにも、主たる政策として少人数学級編制や町費
教員雇用を黒澤榮太郞候補が訴えてはいなかったとは言いうるだろう。
　また、表１の最下段には２月12日に招集された臨時議会（平成10年第２回臨時会）における町
長就任挨拶の中から重要施策に関する言及を抜粋した。ここに「学校教育」という文字が見える
が、会議録によれば少人数学級編制や町費教員雇用に直接言及してはいない（小海町議会H10_2 
臨 : 5-7［黒澤榮太郞町長］）。言及は重要な六つの政策課題の一つとして単語があげられているに
留まっている。
　さて、大差で当選を果たした黒澤榮太郞町長は、２期目初の予算編成を行って議会に臨んだ。
予算を編成するに当たっては「予算査定をやったときも、町費教師は今まで全然しなかったけ
ど８今度は、二人雇って北牧と、小海と一人ずつ多くして、学級（減らすように）やれとこう
いうふうに言って……（中略）議会の反応どうこうというのはなく」（黒澤榮太郞元町長インタ
ビュ ［ー2014. 3. 10］より、括弧内引用者）政策導入を進められたという。
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表１　1998年町長選挙時の訴え
黒澤候補（無所属、前町長、当選） 土橋候補（無所属、現町長、落選）
１月
21日
高齢化対策、生活環境整備、広域連携、町営
バス運行見直し
社会福祉センター建設などの実績アピール、堅
実財政、若者定住策
21日
夕刊
「マンネリ町政打破」、中部横断道 IC誘致、温
泉探索、第３子・第４子への補助金制度等少
子化対策
「堅実な財政運営」、若者定住策、全町下水道
化の推進、「清潔で公平な行政の実現」
22日
［東信］
討論
（上）
マンネリ批判、助役不在を批判、辞職理由批判
に反論、各文化施設建設の運営について、土
橋財政運営への批判
スケートセンター・医療福祉施設建設の推進
実績をアピール、助役不在批判に反論・人件
費節減効果6,000万円、前回の辞職理由を批判、
若者定住策の実績、文化施設の利用状況、財
政運営批判への反論
23日
［東信］
討論
（下）
高齢者福祉施設（駅構内）、若者定住・結婚対
策（町部局で対応を）、産廃施設（南佐久より
も広域で）、温泉開発、耕作放棄地対策、部落
懇談会、IC誘致
高齢者福祉施設（中学校跡地）、若者定住・結
婚対策（広域連携、町内人材の活用で）、産廃
施設（南佐久を前提に、住民理解を得る）、温
泉開発に慎重（イベントなどソフト面充実）、
農業特産品の開発、IC誘致に慎重
24日 「マンネリ行政打破」、温泉探索、IC誘致、少
子化対策
「清潔で公平な行政の実現」、堅実な財政運営
「責任ある運営の継続」、安価な住宅地造成、生
活環境整備
26日
［東信］ 
【選挙結果】「南佐久の中心として若者が夢を
持てるまちにしたい」
「私がやってきたことは間違っていなかったと
思う」
２月
12日
【黒澤榮太郞町長就任挨拶】
「大胆な発想と緻密な計画・誠実なる実行」、「計画行政による行財政改革の推進・健全財政の確
立」、「地方分権時代の体制づくりと、先輩の皆様からの賢明なる継承」
福祉、産業、学校教育、生活環境、交通対策、広域行政の推進
（小海町議会H10_2 臨 : 5-7［黒澤榮太郞町長］）
出典：信濃毎日新聞（1998. 1. 21～1998. 2. 26）、及び小海町議会会議録より、筆者作成。
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　ここからは第１回定例会での議論をみていく。表２は1998年の予算編成と議会の日程である。
なお、会派制をとっていない小海町議会では議会内の会派が資料に残らないため、議会と首長の
関係は会議録での発言や聞き取りによる他はない。平成10年第１回定例会時点での「味方」につ
いて、黒澤榮太郞町長はインタビューの中で16名中（欠員１名）８名であったと述べている。
　1998年３月９日に招集された小海町議会平成10年第１回定例会は、黒澤町政２期目初の予算編
成が主要議題であり、その中で少人数学級編制が表明された。まずは、この定例会における各議
員の発言概要を表３に示す。表３は議案上程時の説明に対する質疑（３月９日）、一般質問（12
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表２　1998年予算編成時の動向
日　付 概　　　要 日　付 概　　　要
1. 25 町長選黒澤榮太郎候補が当選 3. 11 議案の質疑
2. 4 黒澤榮太郞町長初登庁 3. 12 一般質問
2. 12 第２回臨時会招集（１日） 3. 16-17 委員会
3. 9 第１回定例会招集（～3. 24）
施政方針演説・少人数学級表明
3. 24 最終日、各議案採決
3. 10 信濃毎日新聞「小海町35人学級」
出典：議会会議録、信濃毎日新聞等に基づき筆者作成。
表３　平成10年第１回定例会発言概要
番号・氏名 文教委
質疑
（3. 11）
一般質問
（3. 12）
質疑・討論９
（3. 24）
１． 小山　正城
２． 加藤　邦人 〇
３． 新津　文夫 〇 〇 〇
４． 黒澤昭十郎
５． 井出とき子 副委員長 ◎ 〇
６． 小池三四郎 ☆ ☆ ◎
７． （欠　　員）10 － － －
８． 井出　一夫 委員 副議長 副議長 ◎ 副議長
９． 小池　正彦
10． 土橋　洋一 委員長 ◎11
11． 小池　典夫 委員 議長 議長 議長
12． 篠原　昭八 ☆ 〇
13． 井上　勝俊 〇 〇
14． 井出　貞美 ◎ 〇12
15． 井出　　茂 委員
16． 篠原二三男 ◎ 〇
表中、「〇」は発言を、「◎」は教育関連への発言を、「☆」は少人数学級編制に関わる発言を表す。☆＞
◎＞〇の順に優先して付した。
出典：小海町議会（H10_1 定）の会議録より、筆者作成。
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日）、委員会審議を経た報告の後の質疑と討論（24日）のそれぞれについて発言者と発言内容に
ついて整理した。表３から少人数学級編制について言及した議員は２名であったこと、議員から
反対する意見は出されていないことを指摘しておきたい。
　次に、本会議２日目（３月11日）の平成10年度予算に関する少人数学級編制の審議から議員
の反応を探る。小池議員は少人数学級編制について２点質問している。すなわち
　新聞では、35人学級とうたっていますけども、36人学級ではなくて35人学級でやっていくと
いうことでいいでしょうか（中略）臨時講師の内容なんですが、（中略）やっぱりどういう部
分に力を入れたらいいか（小海町議会H10_1 定 : 55［小池三四郎議員］）
という２点である。小池議員の質問は、一つは信濃毎日新聞の「35人学級」という見出しの表現
に関して、もう一つは町費教員の採用方針に関してで、黒澤正喜教育長は冒頭示した学級定員に
関する部分に加え、教員の採用方針について
　これは町の教育委員会なりで探せるものではございませんので、学校側へお願いいたしまし
て、 （中略）県費の職員が全部確定した後でないと町費の職員を探す（ことはできない） （中略）
ということで県の方からは言われております （中略）現在決まっている方がどちらも40歳と41
歳、 （中略）小海小学校、北牧小学校それぞれに５年、６年と在籍した方でありまして、評判
も非常にいい（小海町議会H10_1 定 : 55-56［黒澤正喜教育長］）
と答弁している。ここで注目しておきたいのは、小海町内での勤務経験のある教員を雇用してい
ること、また、県教委とのやりとりで県教委の人事が固まった後での採用決定を要請されていた
ということである。この後、４月中には県教委とのやりとりの中で、TT方式での施策継続が決
定されてゆくが、県教委は1997年度中に行われた小海町の町費教員採用者の選考過程もある程度
把握していたと考えられる。
　同じく予算の質疑において篠原昭八議員はこの少人数学級編制のための町費教員の雇用につい
て「きわめて歓迎すべく事業導入だと思いますが」（小海町議会H10_1定 : ［篠原昭八議員］、原
文ママ）と政策導入を歓迎しつつ、「教育委員会の空気をひとつお聞かせ願いたい」（小海町議会
H10_1定 : ［篠原昭八議員］）と教委の議論の様子を質している。これに対して黒澤正喜教育長は
教育委員からの要望、学校からの予算要求を踏まえて予算を編成し、町長の予算査定を受けて、
「３月に開会される議会に教育委員会の予算案として町の方には提出されますよと、そういうこ
とで最終的には教育委員会としての決定をやります」（小海町議会H10_1定 : 57 ［黒澤正喜教育
長］）と答弁している。少人数学級編制のための町費教員雇用を含んだ教委の予算については議
会に提出する時点で、教委の決定を経たものであることを述べている。
　次に、一般質問における議論を見ておこう。まず、各議員が提出した質問通告をまとめた『平
成10年第１回定例会一般質問事項・要旨』（小海町議会事務局 1998）を表４に掲出する。この議
会事務局作成資料は、各議員が提出した質問通告書の内容を転記の上集約したものであり、各議
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員の政策に対する関心を表す資料の一つである。こちらも一目してわかるとおり、直接「質問事
項」や「質問の要旨」において、少人数学級編制のための町費教員雇用に触れている議員はいな
い。
　実際の本会議では、小池三四郎議員が「今度の予算を見ましても（中略）そして36人学級の
問題、保育料の値下げなど、私たちも常日頃そういうことを要求してきましたが」（小海町議会
H10_1 定 : 79［小池三四郎議員］）と冒頭に触れているに留まる（表中網掛け部分）13。そして、
これに対する黒澤榮太郞町長の答弁では「教育というものはやはり人間形成の原点だということ
で、（中略）町担教師のなかでよりよい先生を、小人数のなかで指導をやってもらいたい」（小海
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表４　平成10年第１回定例会一般質問事項・要旨
通告者 質問事項 質問の要旨
小池
三四郎
１．選挙公約と施政方針から、黒澤町長への
町民の懸念
①過去の反省を表明していているが、具体的
に何を反省したのか
②企業のトップを近親者に持つ長として、事
業発注・入札等、公正公平に出来るのか
③議会・町民に開かれた町制、情報公開条例
を
２．町で進めようとする行革とは
３．環境・ゴミ問題について
新津文夫 １．分譲住宅地造成計画
井出とき子 １．町民福祉の立場から見た介護保険制度に
ついて
①制度実施に向けての現状は
②町長の方針は
③保健婦・栄養士の増員は
井出一夫 １．政治倫理と基本的な考え方
２．選挙公約に向けて ①中部横断道インター誘致
②松原地区温泉探索
③助役の選任は
３．少年暴力行為といじめの対策は ①小中学校の保健室利用状況
②教育委員会と学校の対応
③所持品検査は
篠原昭八 １．道路・橋梁の新設改良、施設等整備計画
について（国・県道）
①馬流橋について
②交通安全施設等整備事業について
③橋梁新規構想について
２．老人福祉施設建設計画について（特別養
護老人ホーム）
①経過、運営管理
②地域自治体の対応等
井出貞美 １．黒澤町長の特色ある重要政策の推進につ
いて
２．行財政改革の推進について
３．特別職に選任される一般職員の５条適用
について
出典：小海町議会事務局（1998）より抜粋（文字は原文通り、書式は一部変更した）。
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町議会H10_1定 : 80［黒澤榮太郞町長］、原文ママ）と短く答えている。一般質問での少人数学
級編制をめぐるやりとりは、この部分に限られており、一般質問でも必ずしもこの政策が論議を
呼んでいたわけではない。これは、信濃毎日新聞の報道以降、徐々にこの政策への関心が高まっ
てきていたとはいえ、一般質問が行われた12日の段階では、まだ信濃毎日新聞への掲載から２日
しか経っていなかったためと考えられる14。実際、問題が新聞紙上を賑わすようになると、黒澤
正喜教育長が事実経過について町議会社会文教常任委員会の委員たちに説明を行っている15（４
月16日）。
　ここまでの検討を通じて、議会においてこの事業に対する議論は概して低調で、議員や町長の
主たる関心ではなかったことが窺われる。ただし、留意しておきたいのは、黒澤榮太郞町長に同
調する議員に議会の大多数が占められていたわけではないということである。実態としては、議
会は「敵」も含めて所謂是々非々の態度で臨んでおり、この少人数学級編制の提案については、
町長の施政方針に反対する政局的な理由も、内容として反対する政策的な理由もなかったため、
議会は特に反対せず、円滑に政策導入が可能だったと考えられる。
５．考察
　ここまで見てきたように、1998年時点において少人数学級編制政策を導入した黒澤町政下の小
海町では議会と町長の良好な関係を背景に目立った反対意見は出されなかった。しかし、信濃毎
日新聞に報道されたことで、この施策は大きな議論を呼び起こし、長野県教委の対応が変わる契
機ともなった。
　この事例について考察を進めていきたい。黒澤榮太郎は町内に政治的基盤を持ち、若くして町
議、議長、町長と勤めた経歴もあり、周囲からの期待を背負った政治家であった。1989年当時、
県補助金不正取得事件を報じていた信濃毎日新聞でも「『手続きより効率優先』の姿勢には、当
初から危ぶむ声があった」（信濃毎日新聞 1989. 10. 6、 31面［第一社会］）や、「『やり手町長』を
買っていた町民」（信濃毎日新聞 1989. 10. 7、31面［第一社会］）などの記事が見られ、ある種強
引ではあるものの行動力のある黒澤榮太郞町長への住民世論は相半ばしていたことが窺われる。
1989年末に起きた県補助金不正取得事件は、議員と黒澤榮太郞町長との関係を示す好例であっ
た。一方、1998年町長選挙に大差で勝利して復帰した黒澤榮太郞町長にとって、少人数学級編制
とそのための教員雇用は選挙公約の中心というほどのものではなく、議会にとっても大きな関心
事ではなかったと考えられる。
　1998年の政策導入については、議会の議論としては出てきていないが黒澤榮太郞町長が重要な
役割を果たした事項を、さらに二つ指摘しておきたい。まず一つ目は、町費教員の給与水準につ
いてである。小海町教委では1985年から町費教員を断続的に雇用してきたが、たとえば1985年当
初の町費教員の給与は「講師２名分」として「2,867千円」（小海町議会 1985：17）が計上されて
いたのみであった。当時雇用されていた町費教員の年齢と経験16を勘案しても、産休補助などの
雇用には及ばない水準である。このような状態はしばらく継続したが、1998年黒澤町政下におい
て町費教員の政策を再導入した際には、県臨時任用教員と同水準を目指して一人あたり年額430
万円あまりへと引き上げられた（小海町 1998：60）。そして、この県臨時任用教員と同水準とい
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う意図を明確に示したのは正に黒澤榮太郞町長であったという。黒澤榮太郞町長は「人間には生
活がある（のだからきちんとした給与を）」（括弧内引用者）「経験のある先生を」（いずれも黒澤
榮太郞元町長インタビューより）という方針を教育長に示し、産休代替の経験がある40代の教員
を教委が選任した。
　また、もう一つ黒澤榮太郞町長が果たした役割が、地方交付税交付金の査定を担当していた県
地方課との折衝である。県教委、佐久教育事務所を通じての指導とは別に、黒澤榮太郞町長は県
地方課長に呼び出され長野県庁を訪れていた。その場において、県地方課には「不交付団体でも
ないのに」（黒澤榮太郞元町長インタビューより）なぜ、このような政策を実施するのかと批判
されたが、黒澤榮太郞町長はあくまでも導入にこだわる意志を示して帰町した。これは非公式の
折衝で、実際にどのようなやりとりが行われたのかを示す資料が現存しているわけではない。し
かし、県教委（佐久教育事務所）から小海町教委という教育行政ルートだけではなく、一般行政
ルートを通じてこのようなやりとりがなされており、予算編成・提案権を持つ首長（黒澤榮太郞
町長）が県一般行政部局からの関与を退けた逸話といえるだろう。
　ここまで、1998年の小海町における少人数学級編制のための町費教員雇用事例をとりあげ、議
会と首長の関係について検討してきた。この事例から、町費負担の教員雇用という政策を導入し
えた教育ガバナンスの状況を整理する。
　まず、小海町事例で最も重要な役割を果たしたアクターとみられる黒澤榮太郞町長についてみ
てみる。少人数学級編制について教委に寄せられた教員雇用の要望に基づき、黒澤榮太郞町長は
再選後初の予算編成にあたり積極的に予算化した。大学を卒業し県の教員採用試験に通らなかっ
た新卒者を雇うのではなく、産休補助などの経験のある教員を雇用するために、県費の臨時任用
教員と同水準の賃金としている。このように、黒澤榮太郞町長は政策導入の発案者や積極的な推
進者として関与したというよりも、政策の後ろ盾として教委を支える役割を果たしていたと考え
られる。また、県地方課という一般行政部局からの関与を退けたという逸話も、やはり町長の後
ろ盾としての役割を示すものであろう。
　次に、予算の議決権を持つアクターたる議会は黒澤榮太郞町長と比較的良好な関係にあった
（あるいは反対する理由がなかった）と考えられ、この政策について積極的な賛成も絶対的な反
対も示さなかった。議論の顛末からは少人数学級編制に議員たちはあまり関心を寄せていなかっ
たことを窺うことができる。この後、新聞報道などを通じて新たな展開を見せるに至り、町議
達の関心も高まったと考えられるが、その過程は本稿の範疇を超えるため詳述はしない。一方
で、1989年の県補助金不正取得事件にかかわる経緯を見るかぎり、明らかな不正に対して議会は
チェック機関としての役割を果たすことができていた。マスコミの指摘（信濃毎日新聞 1989. 10. 
7、31面［第一社会］）があって、報道の過熱など住民の耳目を集めていたために庇いきれなく
なったというのが実態であるとしても、決算認定案の矛盾を見抜き不正の実態を追及したという
ことは注目すべき成果であると考えられる。
　多様なアクターが関与する中、どのような政治的環境が整うことが政策導入を可能とするのか
という研究目的に沿って、本稿では小海町の町費教員雇用事例を分析してきた。1989年の県補助
金不正取得事件では、議会と首長が比較的良好な関係であっても明らかな不正については議会が
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チェック機関としての役割を最終的には果たしたことをみてとることができた。一方、再選後の
黒澤榮太郞町長にとって少人数学級編制のための町費教員雇用政策は主たる政策ではなかった。
それは議会にとっても同じであり、議員はそれほどこの議論に関心を持っていなかったと考えら
れる。このように、小海町における少人数学級編制のための町費教員雇用政策は、黒澤榮太郞町
長の後援はあったものの、同町長の主たる政策とは言えず、議会にとっても重要な関心事ではな
い中で導入されたと考えられるのである。
　一方で本事例よりも時代が下って、地方分権改革後の少人数学級編制は「ローリスク・ハイリ
ターン」（青木 2013：317）の政策と見なされ、首長は積極的に影響力を行使するようになった。
もちろん、小海町事例はこの分野における地方分権改革に先立つものである。1985年から町費教
員を雇用してきた小海町において、少人数学級編制は実質的に継続の政策であったため「ローリ
スク」ではあったにせよ17、集票効果のような「リターン」はそれほど期待されていなかったの
ではないか。つまり、主要政策としてアピールするほどに重要な政策とは認識されていなかった
と考えられる。それ故に、世論の加熱、県教委の方針転換は、黒澤榮太郞町長にとっても、小海
町教委にとっても、意外な反応だったのだろう。むろん小海町の１事例をもって、地方分権改革
の前後で首長の政策選好に変化が見られたと断定することはできない。しかし、このことは地方
分権改革の前後を俯瞰した詳細な事例研究の必要性を示唆するものであり、ここでは今後の研究
課題として指摘するにとどめておきたい。
［付記１］インタビュー調査にご協力いただいた黒澤榮太郞元町長、黒澤正喜元教育長、資料収
集にご協力いただいた小海町教育委員会、小海町議会事務局の皆様に記して御礼申し上げます。
［付記２］本稿は JSPS科研費「市町村教育政策の形成過程におけるガバナンスと政策決定の影響
力に関する研究」（若手研究B、25780493、研究代表：阿内春生）の研究成果の一部である。
注
１　研究は多岐にわたるが、代表的論者としてRhodes（1997）、Kooiman（1993）、日本での近年の研
究として山本（2014）など。
２　質問者として取り上げたのは民主党山谷えり子衆議院議員（H13_151衆文科委［山谷えり子委員］
2001. 3. 9）、民主党藤村修衆議院議員（H13_151衆文科委［藤村修委員］2001. 3. 16）、民主党輿石
東参議院議員（H13_151参総務委［輿石東委員］ 2001. 3. 27）、民主党石田美栄参議院議員（H13_151
参文教委［石田美栄委員］2001. 3. 26）らいずれも民主党の議員たちである。民主党は他の野党と
共同で義務標準法の政府改正案への対案として、独自の改正案を提出していた。
３　地方分権改革後においては中央地方の政府間関係が弛緩し、首長が少人数学級編制について関心
を寄せるようになったことを青木（2013）は指摘している。
４　1993年度は特殊教育学級（当時）のための町費教員１名を含んでいる。
５　1998年３月10日（22面［東信］）、４月４日（３面［総合］）、４月７日（３面［総合］）、４月９日（夕
刊、７面）、４月11日（４面［総合・企画］）、４月12日（３面［総合］、５面［社説］）、４月16日（５
面［解説・総合］）、４月20日（８面［教育］）。
６　この点は後の裁判でも情状が認められたという（信濃毎日新聞 1991. 12. 5、31面［第一社会］）。
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７　町長、助役、収入役、教育長（事件当時、町開発公社局長）は10％３ヶ月の減給、総務課長は
10％１ヶ月の減給であった。なお、町長以外は起訴されていない。
８　黒澤榮太郎町長以外の町長の時期においても小海町では町費教員を雇用しており、この認識は事
実に反する。図１参照のこと。
９　各常任委員会の委員長は委員長報告で発言しているがこの表には掲出していない。
10　元は黒澤榮太郎町長の実弟、黒澤和夫が７番の議員を務めていたが、町長と町議が近親者である
ことは望ましくないとして、1998年の町長選挙直前に辞任した。
11　社会文教常任委員長として、小池三四郎議員の陳情14号「サッカーくじ法案（スポーツ振興投票
実施法案）の廃案を求める意見書の採択を求める陳情書」に対する質問に答弁したものである。
社会文教常任委員会はこの陳情を不採択とした。その理由は法案が衆議院を通過し、成立の見通
しとなったというものである。
12　井出貞美議員自身は少人数学級編制に言及していないが、黒澤榮太郎町長が答弁中に少人数学級
編制にわずかに言及している。「小学校の生徒さんが多くなれば、18人ぐらいできめ細かな教育指
導をしていくとか」（小海町議会H10_1 定 : 137［黒澤榮太郎町長］）。
13　なお「私たちも常日頃そう云うことを要求してきましたが」（小海町議会H1_1 定 : 79［小池三四
郎議員］）という部分からは、議員の要求で少人数学級編制が導入されたとも読み取れるが、黒澤
榮太郞元町長、黒澤正喜元教育長らへのインタビュー調査、その他資料からは議員の要求が契機
となったという事実は確認できない。学校や保護者の希望が教委へ届き、予算化されたという理
解が適切であると考えられる。
14　新聞報道後、事実経過の説明のために開かれた小海町議会文教常任委員会に提出された資料（小
海町社会文教常任委員会 1998. 4. 16）によれば、新聞報道当日の３月10日午後には佐久教育事務
所より課長が来町し学級編制認可申請書の訂正を求められたが、「理由が明確でないので」（小海
町社会文教常任委員会 1998. 4. 16：ページ数表記なし）断ったという。
15　なお、第１回定例会中、社会文教常任委員会は３月17日に開催されている。前述の通り、委員会
については会議録を得られていないが、同委員会に付託された案件のうち関連する議案12号「平
成10年度小海町一般会計予算」については『社会文教常任委員会審査報告書』（小海町議会文教常
任委員会 1998）によると「原案どおり賛成」されている。また、本会議における委員長報告では
以下の２点の要望が出されている。１点目は同年１月に栃木県黒磯市（現那須塩原市）で発生し
た教員ナイフ刺殺事件の社会的影響と小海町内でのバスシートの切り裂き事案を受けて学校、教
委での対応を求めるもの、２点目は少子化対策・結婚相談事業に関する推進を求めるものである。
このように予算案自体が原案通り賛成されていること、要望は全く異なる点に出されていること
からも、社会文教常任委員会においても、この政策について目立った反対はなかったと考えられ
る。
16　当時雇用された町費教員は１名が24歳で国立大学教育学部卒業後、他県で１年間「教職を取り」
その後実家に戻っていた者（小諸市出身）、もう１名は私立大学短期大学部を卒業後、県内小学校
で「産休補助で勤務中」（年齢不詳、小諸市出身）の者である（小海町町議会S60_2 定 : 20［篠原
三郎教育長］）。この２名を選ぶに当たっては、学校からの「担任として責任を持ってもらう」「経
験者」「年令が若い」「前任校の校長の推選を得られる」「通勤が可能」などの要望を勘案して「40
名近いリストの中から」選任したという（いずれも小海町町議会S60_2 定 : 21［篠原三郎教育長］）。
17　拙稿（2009）において指摘したように、そこに県教委の後押しがあった。そのため、1998年の時
点においても当初は県教委が反対することは予想できず、認可権を持つ県教委についても「ロー
リスク」と見なされていたと考えられる。
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